



























































































































































































































































































2011年のAT & T v. Conceptionで合衆国
最高裁判所は、クラス・アクションを放棄し
て仲裁を紛争解決の手段とする消費者契約
が、連邦仲裁法の下で妥当である旨の判断を
示した。合衆国最高裁判所がクラス・アク
ションを仲裁で代替する見解を示したことに
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少額被害者への集団的救済
―叢書『クラス・アクションの研究』が語るもの―
は、クラス・アクション審理の煩雑さと被告
の強いストレスが背景に存在することが推定
される。しかし、本判決がクラス・アクショ
ンのRule 23改正の際に考慮された手続的有
効性、すなわち少額の訴えを併合して訴えの
提起を容易にさせることを否定したとも解す
ることができる。紛争解決を仲裁に委ねて、
司法へのアクセスを拒絶したともいえよう。
これは消費者契約に顕著なものである。
クラス・アクションはアメリカ独自のもの
ではない。最近では多くの国が採用するグ
ローバル化した訴訟制度であり普遍性をもつ
ものとなっている。証券や商品の取引がボー
ダーレス化した現在、わが国で発生した何ら
かの違法行為に対して、海を越えて北米や
ヨーロッパでクラス・アクションが提起され
る可能性が高い。最近でもカナダとアメリカ
において神戸製鋼を相手どり検査データの改
ざんによる損害の賠償を求めたクラス・アク
ションが提起されている。今後もクラス・ア
クションは制度として継続する。そこで、少
なくとも海外との接点をもつ企業はクラス・
アクションの被告となる司法リスクがあり、
それに備えることが何より急務であるといえ
よう。
